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Ｑ
１　
法
人
実
効
税
率
が
引
き
下
げ
ら
れ
る
と

い
う
こ
と
で
す
が
、ど
の
く
ら
い
の
税
率
に
な
る

の
で
す
か
。

Ａ
１　
法
人
実
効
税
率
と
は
、
法
人
所
得
に
対

し
て
課
税
さ
れ
る
法
人
税
、
法
人
住
民
税
、
法

人
事
業
税
を
考
慮
し
た
法
人
所
得
に
対
し
て
の

実
質
的
な
税
率
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
具
体
的
に
は
、
法
人
税
率
を
現
行
の
23
・
９
％

か
ら
平
成
28
年
度
に
は
23
・
４
％
に
、
平
成
30

年
度
に
は
23
・
２
％
へ
引
き
下
げ
ま
す
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
法
人
実
効
税
率
は
現
行
の

32
・
11
％
か
ら
平
成
28
年
度
に
は
29
・
97
％
に
、

平
成
30
年
度
に
は
29
・
74
％
と
２
段
階
で
引
き

下
げ
ら
れ
ま
す
。

　

な
お
、
中
小
法
人
の
法
人
税
率
は
平
成
28

年
度
ま
で
、
年

８
０
０
万
円
以
下

の
所
得
に
つ
い
て

15
％
と
な
っ
て
い

ま
す
（
図
１
）。

Ｑ
２　

大
法
人
の

法
人
事
業
税
が
見

直
さ
れ
る
そ
う
で

す
が
、内
容
を
教
え

て
く
だ
さ
い
。

Ａ
２　

法
人
事
業

税
は
、
所
得
に
課

税
さ
れ
る
所
得
割

と
、
大
法
人
が
事

業
規
模
の
大
き
さ

に
よ
り
課
税
さ
れ

る
外
形
標
準
課
税

か
ら
な
っ
て
い
ま

す
。
平
成
28
年
度

か
ら
所
得
割
の
税

率
を
６・０
％
か
ら

３・６
％
に
引
き
下

げ
、
法
人
事
業
税

に
お
け
る
外
形
標

準
課
税
の
比
率
が
現
行
の
３
／
８
か
ら
５
／
８

に
拡
大
さ
れ
ま
す
。

Ｑ
３　
中
小
企
業
の
機
械
装
置
等
の
投
資
に
つ

い
て
固
定
資
産
税
の
減
税
が
さ
れ
る
と
い
う
こ

と
で
す
が
、ど
の
よ
う
な
制
度
で
す
か
。

Ａ
３　
固
定
資
産
税
は
土
地
建
物
の
他
に
機
械

装
置
や
設
備
・
備
品
も
課
税
対
象
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

中
小
企
業
が
認
定
計
画
に
基
づ
き
、
新
規
に

取
得
す
る
機
械
装
置
（
１
６
０
万
円
以
上
、
生

産
性
１
％
向
上
）
の
う
ち
一
定
の
も
の
に
つ
い

て
、
固
定
資
産
税
１・４
％
が
３
年
間
、
１
／
２

に
減
免
さ
れ
ま
す
（
図
２
）。

Ｑ
４　
消
費
税
の
軽
減
税
率
が
導
入
さ
れ
る
そ

う
で
す
が
内
容
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。

Ａ
４　
平
成
29
年
４
月
よ
り
消
費
税
率
が
10
％

に
引
き
上
げ
ら
れ
る
の
に
伴
い
、
８
％
の
軽
減

税
率
が
導
入
さ
れ
ま
す
。
軽
減
税
率
の
対
象
品

目
は
、
外
食
や
酒
類
を
除
く
飲
食
料
品
と
、
週

２
回
以
上
発
行
さ
れ
る
新
聞
の
購
読
料
で
す
。

Ｑ
５　
イ
ン
ボ
イ
ス
方
式
と
は
ど
の
よ
う
な
内

容
で
す
か
。

Ａ
５　
軽
減
税
率
導
入
に
よ
り
、
複
数
税
率
と

な
る
こ
と
へ
の
対
応
と
し
て
、
い
わ
ゆ
る
イ
ン

ボ
イ
ス
方
式
が
平
成
33
年
４
月
よ
り
導
入
さ
れ

る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

イ
ン
ボ
イ
ス
と
は
、
請
求
書
等
で
適
用
税
率

や
税
額
な
ど
法
定
の
事
項
が
記
載
さ
れ
た
書
類

で
す
。
現
行
で
は
、
仕
入
税
額
控
除
の
要
件
と

し
て
、
帳
簿
の
保
存
と
取
引
の
相
手
方
が
発
行

し
た
請
求
書
等
の
書
類
の
保
存
が
求
め
ら
れ
て

い
ま
す
。

　

今
回
導
入
さ
れ
る
イ
ン
ボ
イ
ス
方
式
で
は
、

登
録
を
受
け
た
課
税
事
業
者
が
交
付
す
る
請
求

書
等
で
、
発
行
事
業
者
の
登
録
番
号
や
消
費
税

率
、
消
費
税
額
等
の
一
定
の
事
項
が
記
載
さ
れ

た
も
の
と
、
帳
簿
の
保
存
が
仕
入
税
額
控
除
の

要
件
と
さ
れ
ま
す
。

Ｑ
６　
外
国
人
旅
行
者
向
け
消
費
税
免
税
制
度

が
拡
充
さ
れ
る
と
聞
き
ま
し
た
。

Ａ
６　

外
国
人
旅
行
者
向
け
の
消
費
税
免
税

制
度
に
つ
い
て
、
免
税
販
売
の
対
象
と
な
る
一

般
物
品
（
家
電
や
工
芸
品
な
ど
）
の
購
入
下

限
額
が
現
行
の
１
０
，
０
０
０
円
超
か
ら
５
，

０
０
０
円
以
上
に
引
き
下
げ
と
な
り
ま
す
。

Ｑ
７　
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
が
創
設
さ
れ
た

そ
う
で
す
が
、ど
の
よ
う
な
制
度
で
す
か
。

Ａ
７　
法
人
が
地
方
自
治
体
の
行
う
一
定
の
地

方
創
生
事
業
に
寄
付
を
行
っ
た
場
合
は
、
寄
付

金
の
30
％
が
法
人
事
業
税
、
法
人
住
民
税
、
法

人
税
か
ら
税
額
控
除
さ
れ
る
制
度
が
創
設
さ
れ

ま
し
た
。
現
行
で
も
地
方
自
治
体
へ
の
寄
付
金

は
損
金
と
な
り
、
約
30
％
の
税
額
控
除
が
で
き

ま
す
の
で
、
法
人
負
担
が
約
40
％
で
寄
付
で
き

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

※
仙
台
商
工
会
議
所
で
は
、「
消
費
税
軽
減
税
率・

転
嫁
対
策
相
談
窓
口
」
を
設
置
す
る
な
ど
、
幅

広
く
ご
相
談
に
応
じ
て
い
ま
す
の
で
、
お
気
軽

に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

※資本金 1億円超
　の大法人の場合
　の税率

※中小企業の税率
　（法人税（国税））
　所得800万円まで15％
　（法人実効税率：約23％）

※標準税率の場合

現行 改正後
（平成27年度） （平成28年度）

現行より

▲2.14％
現行より

▲2.37％

32.11％
29.97％

（平成30年度）

29.74％

【対象】
・中小企業が認定計画に基づき新規に取得する機械
装置（生産性を高める機械装置）が対象
※要件：①160万円以上、②生産性1％向上（10年以内に販売
　開始）

※対象となる機械・装置の例

金属加工機械
ソフトウェア組込型（NC）
複合加工機

（注）固定資産税の税率：1.4％

6,500万円の機械・装置
を購入した場合、税額が
3年間で約200万円から
約100万円に軽減

■図1

■図2

誌上相談室 2
Q＆A　平成28年度税制改正では、

経済の好循環を確実なものと
するため、法人実効税率の引
き下げをはじめとして、企業
の活力強化につながる改正が
盛り込まれています。また、
平成29年４月の消費税率引
き上げへの対策として、軽減
税率が導入されます。

平成28年度
税制改正のポイント
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